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2023年 6月 27日 

各位 

上場会社名 株式会社ベクターホールディングス 

代表者 代表取締役社長 渡邊 正輝 

 （コード番号：2656） 

問合せ先責任者 経営戦略室長 谷北 真人 

 （TEL03-6304-5207） 

 

財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備に関するお知らせ 

 

当社は、金融商品取引法第 24 条の 4 の 4 第 1 項に基づき、本日、関東財務局に提出いたし

ました 2023年 3月期の内部統制報告書において、開示すべき重要な不備があり、財務報告に係

る内部統制は有効でない旨を記載いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

1. 開示すべき重要な不備の内容 

当社は、2023 年 2 月 9 日付け、前監査法人である有限責任監査法人トーマツから、金融

商品取引法第 193条の 3第 1 項に規定する、当社の財務計算に関する書類の適正性の確保に

影響を及ぼすおそれのある法令違反等事実を発見したとの通知を受領しました。同年 2 月 16 日

開催の取締役会において、独立した外部の有識者で構成される特別調査委員会を設置することと

いたしました。そのため、同日付けで、当社と利害関係を有しない外部の専門家で構成される特別

調査委員会を設置し、同年 5月 16日に特別調査委員会の調査報告書を受領しております。当該

調査報告書においては、以下のガバナンスの不備が報告されました。 

①管理本部長が実質的には不在の状態であり、内部監査室長を兼任している。 

②法務部門は設置されておらず、契約書の確認等を内部監査部担当者に委ねてしまっている。 

③取締役会における決議の根拠となる資料が、役員に前日に配布されているため、上程議案の内

容を十分に検討できない。 

④会計監査人の監査対応において、取引の内容や同判断に至った経緯を正確に説明することが

できていなかったこと及び監査証憑が未整備な状況があった。 

⑤適時開示書面等の対外的に公表される重要情報の事前の正確性のチェックが不十分であった。 

当社は、上記のようなガバナンス体制と全社的な内部統制が、重要な不備に該当すると判

断いたしました。 

 

2. 事業年度末日までに是正できなかった理由 

当事業年度の末日までに是正できなかった理由は、特別調査委員会の設置から当事業年度の 

末日までに、再発防止策の整備及び運用の期間が十分確保できていないと判断したためで

あります。 



2 

 

 

3. 開示すべき重要な不備の是正方針 

当社は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用の重要性を認識しており、特別調査委員会

の指摘・提言を踏まえ、開示すべき重要な不備を是正するために、以下のとおり、再発防止に向け

た改善策を実施してまいります。 

(1) 内部統制部門及び内部監査体制の強化 

内部統制システムを実質的に機能させるために、経験のある人員を、管理本部長の役割を担

う担当者に選任し、職務を適切に分掌し、内部統制部門の強化を図ります。また、内部監査の担

当者については、専任の担当者が内部監査を行う体制とし、さらなる内部監査体制の強化を図り

ます。 

(2) 法務部門の設置と契約書等の重要書類の確認 

法務部門の担当者としての法務の知見のある者を採用、選任をし、法務部門の専任の担当者

による、契約書等の重要書類の確認作業の徹底を図ります。 

(3) ガバナンス体制の抜本的な改善・再構築 

社内規程にある職務分掌規程における起案者、承認者、決裁者が特定の人物のみで行われ

ることがないよう、起案者は承認、決裁に加わることができないといった相互牽制の仕組みを入れ

ることで、ガバナンスを高めてまいります。また、取締役会事項、株主総会事項や監査対応の業

務については、職務分掌規程上の定めである管理部の分掌であることを明確にし、運用するよう

改善します。また、取締役会関連資料の提供の早期化を図り、社外役員等が上程議案の内容を

十分に検討できるように改善を図ります。 

(4) 監査対応体制の改善 

今後の会計監査人に対する監査対応において、管理業務に精通した責任者を監査対応の担

当者とするようにします。また、取引の内容や同判断に至った経緯を、取締役会やその他会議体

の議事録の中に記載するように改善するとともに、各規程に準じた経理証憑の整備を徹底するよ

うに改善します。 

(5) 開示体制の見直し 

上場会社として適時開示を適正に行うために、適時開示を担当する部門に関する人的体制を

拡充し、複数の役職員の関与のもと、適時開示の時期及び内容をチェックできる体制を構築して

まいります。 

 

4. 財務諸表等に与える影響 

上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、全て財務諸表に反映しております。 

 

5. 財務諸表の監査報告における監査意見 

無限定適正意見であります。 

以上 


